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Cs 含有農地土壌の脱水特性の改善方法について

三浦一彦 1 大橋麻衣子 1 辻本 宏 1 日下英史 2

1鹿島建設 2京都大学院エネルギー科研究科

1. 除去土壌と脱水特性の重要性

除染により発生した除去土壌の減容化の手法として分級洗浄が用いられる方向で直轄型実証試験が進んで

いる 1)。分級洗浄では、放射性 Cs が主に粘性土に吸着していることを利用し、篩上の粗粒分は再生利用が可

能となり篩下の細粒分に放射性 Cs が濃縮されるため、分級点を低くすればするほど再生利用可能な土は増え

ることになるが、逆に最終工程でのフィルタープレス等による脱水が難しくなる。特に、農地に由来する粘性

土は、有機物の混入により薬剤が効きにくいことが既往の研究でも確かめられている 2)。従って、分級点を低

くしつつ必要な脱水性能を担保するための技術の改良が求められている。

2. 試験方法

脱水試験は、実機としてフィルタープレスを用いることを

想定し、小型（API）脱水試験装置及びフランジ型脱水試験機

を用い、茨城県の農地土壌を用いて行った。この土を 2mm で

の篩分け、解泥、75m 及び 20（または 30）m での分級を

順に行い、20（同）m 以下の分画の土粒子に対して当研究グ

ループで考案した濃縮工程を経たスラリーに対し、pH 調整と

カチオン系高分子凝集剤の添加を行った後、所定の圧力（0.5-

0.6MPa）にて脱水試験を行った。

3. 主な結果

図１は Ruth のろ過理論（ろ過時間（=脱水時間）t とろ水

量 v の２乗は比例関係〔比例定数 K〕）を参考に、小型脱水試

験の t-v2 プロットの一例を示す。ここで K は、ろ過抵抗の逆

数と装置定数の積を含む係数であり、定性的には K が大きい

程ろ過抵抗は小さい。添加した高分子凝集剤の濃度が多い程K

値は大きくなる（48→97）傾向を示すが、分級点を 20 µm ま

で下げた場合でも他の農地土壌を対象としても凝集剤濃度の

最適化を行うことにより、同様の傾向となることが確認でき

た。次に、小型脱水試験の結果から高分子凝集剤の投入量を

50ppmv に固定し、図１と同じ土の 20µm 以下の泥水を対象

としたフランジ型脱水試験（単層のフィルタープレス試験、ろ

過面積 204 cm2、ろ室容積 0.23L、ろ過圧 0.5-0.6MPa）を実施した。図２は脱水時間とろ水量の関係を示し

ており、15 分の脱水時間で含水率 31.5%まで脱水でき、実用上十分であることが確認された。これは、濃縮

を行わないスラリーを対象とした試験で脱水に 3 時間以上かかったことから飛躍的な改善効果と言える。ま

た、筆者らは別途、市販の減水剤を使った脱水試験を行ったが、十分な効果が得られないことも確認している。

4. おわりに

今回の基礎実験で、分級洗浄のボトルネックとなることが懸念されている脱水に対して有効な手法が考案

できたが、どのような除去土壌に対しても本手法の適用が可能であることを確認する必要がある。
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図 1 脱水時間とろ水量の 2 乗の関係 

図 2 脱水時間とろ水量の関係
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